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熊本市地域支え合い型サービス補助金交付要綱 

 

制定 平成３１年 ３月２７日市長決裁 

改正 令和 ２年 ３月２５日市長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、熊本市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（以下「総合事業実

施要綱」という。）第５条第１項各号に規定する利用対象者（以下「利用対象者」という。）

に対する生活支援や介護予防等に資する活動を促進し、もって地域の支え合い体制の充

実を図るため、総合事業実施要綱第４条第１項ア（ウ）、（エ）及びイ（ウ）として本市が

実施する熊本市地域支え合い型サービス補助金（以下「補助金」 という。）を交付するに

当たり、熊本市補助金等交付規則（昭和４３年規則第４４号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象団体） 

第２条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、本市の区域

内で事業を営む地域団体、特定非営利活動法人その他市長が認める団体であって、次に掲

げる要件の全てを満たすものとする。 

 (1) 市税及び介護保険料の滞納がないこと。 

 (2) 熊本市暴力団排除条例（平成２３年条例第９４号）第２条第１号から第３号までの

規定に該当しない者であること。 

（補助事業）  

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表第１に定め

るとおりとする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、補助事業の実施に要する別表第２に掲げる経

費とする。ただし、施設整備の費用、直接利用対象者に対する支援等と関係ない協力員

の募集・雇用に要する費用、広告・宣伝に要する費用等のほか、他の補助金等を充当す

る経費を除く。 

２ 別表第２に掲げる経費のほか、これらに準じる経費であって市長が特に必要と認める

もの。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表第３に定める額を限度とする。 

２ 算定した補助金の額に、千円未満の端数があるときはこれを切り捨てる。 
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（交付の制限） 

第６条 この要綱に基づく補助金は、熊本市シルバーヘルパー活動推進事業補助金及び

「くまもと元気くらぶ」活動支援事業補助金の交付を受けるものに対しては、交付しな

い。 

（交付の申込み） 

第７条 補助金の交付の申込みをしようとするものは、熊本市地域支え合い型サービス補

助金交付申込書（様式第１号。以下「交付申込書」という。）に次に掲げる書類を添付

して、別に定める日までに、市長に提出しなければならないこととする。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

 (2) 利用者名簿（様式第３号） 

 (3) 収支予算書（様式第４号） 

 (4) 団体の規約、会則その他団体の概要を確認することができる書類 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第８条 前条の規定による補助金の交付の申込みがあった場合は、速やかにその内容を審

査し、補助金の交付を決定したときは、熊本市地域支え合い型サービス補助金交付決定

通知書（様式第５号）により、当該申込者に通知するものとする。 

２ 補助金の交付の決定は、交付申込書を先着順に審査して行うものとする。ただし、同

日に到着した交付申込書のうち交付決定の要件を満たすものが複数ある場合であって、

予算枠の都合によりその一部に限って交付決定せざるを得ないときは、当該交付決定の

要件を満たす申込みのうちから、抽選により交付決定をする。 

（交付の条件） 

第９条 前条の規定による交付の決定をする場合は、次に掲げる条件を付すこととする。 

 (1) 交付申込書に記載した事項を変更しようとするとき（軽微な変更をしようとする

ときを除く。）は、あらかじめ市長の承認を受けること。 

 (2) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は当該事業の遂行が困難となった

ときは、速やかに市長に報告して、その指示を受けること。 

 (3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受け

ること。 

 (4) 補助事業が完了したときは、当該年度の３月３１日までに、市長に対し所定の実

績報告を行うこと。 

 (5) 補助金の額の確定のために現地調査、書類確認、質問等が必要な場合は、市の求
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めに応じこれに協力すること。 

 (6) 補助金の支払の請求は、その額の確定後、別に指定する期限までに所定の請求書

により行うこと。 

 (7) 補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理するとともに、こ

れらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。 

 (8) 補助金を他の用途に使用しないこと。 

 (9) 前各号に掲げるもののほか、法令その他市長が必要があると認める事項を遵守す

ること。 

（補助事業の変更又は中止の手続） 

第１０条 第８条の規定による交付の決定を受けたものが補助事業を変更し、又は中止し

ようとするときは、あらかじめ、熊本市地域支え合い型サービス補助金に係る事業変

更・中止承認申入書（様式第６号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出するととも

に、その承認を受けなければならないこととする。 

 (1) 事業計画書（変更後） 

 (2) 収支予算書（変更後） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による変更又は中止の承認の申入れがあった場合は、その内容を審査し、

これを承認することとしたときは、熊本市地域支え合い型サービス補助金に係る事業の

変更・中止承認通知書（様式第７号）により当該補助事業団体に通知することとする。

この場合において、承認に当たり必要と認めるときは、当該通知に際し、条件を付する

ものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業団体は、交付決定を受けた補助事業が完了したとき（補助事業の中止

の承認を受けた場合を含む。）はその日から３０日を経過する日（その日が交付決定を

受けた年度の３月３１日以降の日となるときは、当該３月３１日）までに、熊本市地域

支え合い型サービス補助金に係る実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添付し

て、市長に提出しなければならないこととする。 

(1) 利用状況一覧表 

(2) 収支決算書 

(3) 補助対象経費に係る領収書 

(4) その他市長が指定する書類 

（補助金の額の確定） 



- 4 - 

 

第１２条 前条の規定による実績報告書等の提出があったときは、報告された補助事業の

成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかにつき審査するととも

に、必要に応じて現地調査、書類確認、質問等を行い、これらに適合すると認めたとき

は、熊本市地域支え合い型サービス補助金交付確定通知書（様式第９号）により補助事

業団体に通知することとする。 

（補助金の請求） 

第１３条 前条の規定による交付確定通知を受けたものは、当該通知を受けた日から起算

して１５日以内を経過する日（その日が交付決定を受けた年度の翌年度の５月１０日以

降の日となるときは、当該５月１０日）までに請求書（様式第１０号）を市長に提出し

なければならないこととする。 

（概算交付の手続） 

第１４条 前２条の規定にかかわらず、補助事業の遂行上必要があると認められる場合

は、補助事業の完了前に概算額を交付することができることとする。 

２ 前項の規定による概算額の交付を受けようとする補助事業団体は、熊本市地域支え合

い型サービス補助金概算交付申込書（様式第１１号）に市長が必要と認める書類を添付

して、市長に提出しなければならないこととする。 

３ 前項の規定による概算額の交付の申込みがあった場合は、速やかにその内容を審査

し、概算額の交付を決定したときは、熊本市地域支え合い型サービス補助金概算交付決

定通知書（様式第１２号）により、当該補助事業団体に通知することとする。 

４ 概算額の交付を受けた補助事業団体は、第１２条の規定により確定された補助金の額

が当該概算額に満たない場合は、市長の指示するところに従い、速やかに当該差額を返

還しなければならないこととする。 

（交付決定の取り消し） 

第１５条 補助事業団体が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助事業団体に係

る交付決定を取り消すことが出来る。 

 (1) 第９条に規定する交付の条件に違反した場合 

 (2) 第１０条第２項に規定する承認の条件に違反した場合 

 (3) 補助事業団体としての要件を満たさなくなった場合 

 (4) 虚偽その他不正の手段により補助金等の交付を受けた場合 

２ 前項の規定による交付決定の取消しがあった場合において、補助事業団体が既に補助

金の交付（概算交付を含む。）を受けている場合は、速やかにその返還を請求することと

する。 



- 5 - 

 

（雑則） 

第１６条 補助金の交付は、予算の範囲内で行うこととする。 

２ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

  この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月２５日市長決裁） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の日前において、この要綱による改正前の熊本市地域支え合い型サー

ビス補助金交付要綱の規定に基づき作成された用紙は、当分の間、必要な調整をして

使用することができるものとする。 
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別表第１（第３条関係） 

事業名 内 容 説 明 

総合事業実施要綱第４

条第１項ア（ウ）に規

定する地域支え合い型

訪問サービス 

（訪問型サービスＢ） 

利用対象者の居宅において、介

護予防を目的として、主に住民

ボランティア等、住民主体の自

主活動として行う生活援助等

の多様な支援 

買物代行、調理、ごみ出し、

電球の交換、布団干し、階段

の掃除 等 

総合事業実施要綱第４

条第１項ア（エ）に規

定する地域支え合い型

移動支援サービス 

（訪問型サービスＤ） 

利用対象者が通院や買い物等

をする場合における住民主体

による送迎前後の付き添い支

援や通いの場への送迎 

特定研修を受講することを

要件とする 

総合事業実施要綱第４

条第１項イ（ウ）に規

定する地域支え合い型

通所サービス 

（通所型サービスＢ） 

住民主体による利用対象者を

中心とした定期的な利用が可

能な自主的な通いの場の運営

及び送迎 

開設頻度：週１回以上 

人数：利用者５人以上/月 

開設時間：３時間以上/回 

活動内容：体操・運動等の活

動、趣味活動を通じた日中の

居場所づくり 

その他：送迎を行う場合は特

定研修を受講することを要

件とする 
 

全ての事業において 

必ず遵守すべき事項 

・協力員の清潔の保持・健康状態の管理 

・協力員または協力員であった者の秘密保持 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止届出と介護支援専門員等関係機関との連絡調整 
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別表第２（第４条関係） 

事業名 補助区分 補助対象経費 

総合事業実施要綱第４

条第１項ア（ウ）に規

定する地域支え合い型

訪問サービス 

（訪問型サービスＢ） 

運営費 

人件費（サービスの利用調整等を行う人件費に限

る。）、通信費、保険料、事務費、消耗品費、チラ

シ等印刷費、研修受講料、賃借料、その他運営に必

要な経費 

設立・更新費 備品購入費、被服費、その他設立時等に必要な物品 

総合事業実施要綱第４

条第１項ア（エ）に規

定する地域支え合い型

移動支援サービス 

（訪問型サービスＤ） 

運営費 

人件費（サービスの利用調整等を行う人件費に限

る。）、通信費、保険料（個人加入の自動車損害賠

償責任保険及び自動車保険における任意保険の保

険料を除く。）、事務費、消耗品費、チラシ等印刷

費、研修受講料、賃借料、その他運営に必要な経費 

特定研修費 
移動支援に関する研修受講料（国土交通大臣認定講

習の実施機関が行う講習に限る。） 

リスク軽減費 
移動支援サービス専用自動車保険料、修理費等移動

支援に係る損害リスク対策に必要な経費 

設立・更新費 備品購入費、被服費、その他設立時等に必要な物品 

総合事業実施要綱第４

条第１項イ（ウ）に規

定する地域支え合い型

通所サービス 

（通所型サービスＢ） 

運営費 

人件費（サービスの利用調整等を行う人件費に限

る。）、水道光熱費、通信費、保険料（個人加入の

自動車損害賠償責任保険及び自動車保険における

任意保険の保険料を除く。）、事務費、消耗品費、

チラシ等印刷費、研修受講料、賃借料、その他運営

に必要な経費 

特定研修費 
移動支援に関する研修受講料（国土交通大臣認定講

習の実施機関が行う講習に限る。） 

リスク軽減費 
移動支援サービス専用自動車保険料、修理費等移動

支援に係る損害リスク対策に必要な経費 

設立・更新費 
施設修繕費、備品購入費、被服費、その他設立時等

に必要な物品 
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別表第３（第５条関係） 

事業名 補助区分 

利用対象者のうち、 

当該月の利用者数 

（実人数） 

補助限度額 

総合事業実施要綱第４

条第１項ア（ウ）に規

定する地域支え合い型 

訪問サービス 

（訪問型サービスＢ） 

運営費 

１～４人 月額 ２，０００円 

５～９人 月額 ８，０００円 

１０人以上 月額 １２，０００円 

設立・更新費 ― 
１回 ５０，０００円 

（３年度に１回限り） 

総合事業実施要綱第４

条第１項ア（エ）に規

定する地域支え合い型 

移動支援サービス 

（訪問型サービスＤ） 

運営費 

１～４人 月額 ２，０００円 

５～９人 月額 ８，０００円 

１０人以上 月額 １２，０００円 

設立・更新費 ― 
１回 ５０，０００円 

（３年度に１回限り） 

特定研修費 ― 年額 ３０，０００円 

リスク軽減費 ― 年額 ３００，０００円※ 

総合事業実施要綱第４

条第１項イ（ウ）に規

定する地域支え合い型

通所サービス 

（通所型サービスＢ） 

運営費 

５～９人 月額 ３０，０００円 

１０～１９人 月額 ４８，０００円 

２０人以上 月額 ７２，０００円 

設立・更新費 ― 
１回 ５０，０００円 

（３年度に１回限り） 

特定研修費 ― 年額 ３０，０００円 

リスク軽減費 ― 年額 ６０，０００円※ 

※ただし、移動支援サービス（通所サービスに係る送迎を含む。）中に係る事故が発生し

た場合において、その使用車両を修理し、修理後も移動支援サービスを行う場合は、修理

費用が１０，０００円（自己負担）を超えた費用について３００，０００円の範囲内にお

いて補助限度額と別に修理費用を補助する。 


